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子 ど も と
未 来 の 柏
の た め に NO.070 「放射線対策ニュース」は毎月1日号に掲載します

■ 食品・井戸水などの持ち込み検査について
    問消費生活センター☎7163－5853

　市では、市民の「食の安全・安心」を確保するために、家庭菜園で栽培
された野菜、自宅の庭に自生している果実や井戸水などの自家消費され
る食品等に含まれる放射性物質の測定を実施しています。
　一般流通食品の測定については、食品衛生法に基づき、保健所が国
のガイドラインによる、検査を実施していますが、心配なかたはご相談
ください。
◎�測定の申し込みに当たっての条件など、詳しくは消費生活センターへ
問い合わせを

電話予約／消費生活センター食品測定専用受付☎7163－5922
受付時間／月～金曜日（祝日を除く）午前9時～正午・午後1時～4時

市政情報市政情報

■表記の説明
N＝�NaI（Tl）シンチレーションス
ペクトロメータ

ゲ＝�ゲルマニウム半導体検出器
検�出下限値＝使用する検査機器
で検出できる最小値のこと

品目・学校名・検査方法な
どの詳しい内容は、市の
ホームページに掲載してい
ます。私立幼稚園の検査結
果も見ることができます

放射性物質の検査結果 10月7日～11月4日検査分

 ■給食食材　問 �学校保健課☎7191－7376
ゲクリ、米、リンゴ、牛乳 検出下限値未満

 ■小・中学校（提供した給食1週間分）　問学校保健課☎7191－7376
ゲ自校調理42校、給食センター 検出下限値未満

 ■市内の農産物　問 �農政課☎7167－1143
N［北部］カボス、スダチ　

［中央］キウイ、キンカン、カブ、カキ
［南部］里芋　
［手賀沼周辺］トマト

検出下限値未満

 ■保育園（提供した給食1週間分）　問保育運営課☎7167－1137
ゲ公立・私立合計35園 検出下限値未満

人件費
（平成27年度）
225億9,300万円

給料
94億3,400万円

職員手当
24億4,000万円

期末勤勉手当
（ボーナス）
36億2,000万円

特別職や議員、
非常勤特別職の
給与・報酬
10億円

退職手当
31億2,200万円

共済費
29億7,700万円

　 職員の任免（単位：人）

平成27年度退職者 平成28年4月
採用者数定年 普通 早期 その他 計

行政（一） 94 35 15 48 192 196
行政（ニ） 16 1 0 10 27 19
合計 110 36 15 58 219 215

※�行政（一）＝事務・技術職員、保育士などの専門職
　行政（二）＝清掃収集作業、給食調理などに従事する技能労務職員

　 人件費の内訳
●職員の給与…給料＋手当
●人件費…�職員給与＋特別職や議員、非常勤特別職の給与・報

酬＋退職手当＋共済費
※共済費は民間の社会保険料の事業者負担分に相当するもの
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※�地域手当=地域の民間賃金水準に応じて支給（給料・扶養手当・管理職手当の合計額の6％を支給）。
この他、通勤手当、勤務実績に応じて時間外・休日勤務・特殊勤務手当などが支給されます

　 給与明細のモデルケース（単位：円）

モデルケース
22歳大卒
新規採用
実家・独身

30歳主任
配偶者
借家

40歳主査
配偶者・子2人
持ち家

55歳課長
配偶者・子1人
持ち家

給料 183,300 240,400 318,900 430,445
地域手当 10,998 15,204 20,694 31,026
扶養手当 0 13,000 26,000 24,500
管理職手当 0 0 0 62,154
住居手当 0 27,000 6,000 6,000
支給総額 194,298 295,604 371,594 554,125
共済費 −30,511 −38,833 −54,852 −76,504
税 −3,470 −23,290 −30,630 −54,640

手取り金額 160,317 233,481 286,112 422,981

※�主幹＝課長補佐級、副主幹・主査＝係長級。技能労務職、市立高校教諭、保健所医師は除く
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職員数
の割合

　 階層別の職員構成比（平成28年4月1日現在）と平均年収（単位：万円）

　平成27年度は早期退職希望者の募集を7月7日〜8月15日に
行い、認定応募者数は行政職（一）で15人、行政職（二）で0人で
した。

　退職時に課長相当職以上であった職員が、退職後2年以内に
民間企業等に再就職したとして届出があった件数（平成28年度）
は、13件でした。

定年前早期退職希望者

退職者の再就職状況

 職員数と1人当たりの年間給与の推移

5年間で
1人当たりの
年間給与は
19万円減少

1人当たりの
年間給与（平均）

職員数
（翌年4月1日現在）
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市職員の人事・給与を公表します　
問職員数・人事について＝人事課☎7167−1113、給与について＝給与厚生室☎7167−1241

　市職員の職員数や給与、勤務条件など、人事行政の運営についてお知らせします。なお、より詳しい内容を市のホームページで公表しています。

職員数と給与

勤務条件
職員の勤務時間と休暇

職員の服務と処分

研修と人事評価
　 特別職の給料・報酬

　 給料・報酬（月額） 期末手当（年額） 年収
市長 95万5,000円 500万円 1,700万円
副市長 78万5,000円 410万円 1,400万円
議長 66万3,000円 330万円 1,100万円
副議長 59万3,000円 290万円 1,000万円
議員 57万3,000円 280万円 970万円

●勤�務時間／月～金曜日までの午前8時30分～午後5時15分を原則（休憩60分）※祝日、年末年始（12
月29日～1月3日）を除く

●�年次有給休暇／ 1年度につき20日。平成27年度の平均取得日数は14日
●�その他の休暇／夏季休暇（7日）、子供休暇（5日）、短期介護休暇（5日）など

●�服�務／職員は職務の遂行に当たり、法令等遵守義務、守秘義務、職務専念義務など地方公務員法
に定められている義務を負っています

●�職�員の処分（平成27年度）／処分には、公務能率を維持するために行われる「分限処分」と、職員の
一定の義務違反に対して行われる「懲戒処分」があります。分限処分は、心身の故障による休職
を25人に対して行いました。懲戒処分はありませんでした

●��研�修（平成27年度）／新規採用職員から管理職まで職層ごとに行う階層別研修と、専門的な知識を
養うため外部研修機関に派遣する研修などがあります。階層別研修は全11コースに877人、外
部研修機関等の研修は千葉県自治研修センター等133課程に173人が参加しました

●�人�事評価制度／市では、平成21年度から人事評価を処遇に反映する査定昇給制度を管理職につい
て導入しています




